








    「住民調査から見えてきた集落の維持・活性化のための事業（行動計画）」 









                  忍 正人 








こで、T 町 A 地区の全世帯に対して調査を行い、その結果を基に今後の集落がとるべき方
策を事業（行動計画）として、まとめたのが本論文である。 





















































困っていることについて ④将来の生活について ⑤自由記述となっている。 
調査における設問は、平成 24年に北海道の「住民参加型高齢者生活支援等推進事業」を活
用し実態調査を実施したので、その結果をベースに設定した。 
分析にあたっては、選択可能な設問については、SPSS staistics ver21を使用した。 
なお、調査日時、調査員、分析については、下記のとおりである。 












表１ 性別                 表３ 職業 
 
表２ 年齢 











以下は農業で 11 名（12.0％）、自営業 10 名（10.9％）、その他 10 名（10.9％）、専業主婦
が 9名（9.8％）、公務員 8名（8.7％）、パート・アルバイト 7名（7.6％）の順となった。 
 
 
  人数 パーセント 
男 50 54.3 
女 42 45.7 
合計 92 100.0 
  人数 パーセント 
農業 11 12.0 
会社員・団体職員 14 15.2 
公務員 8 8.7 
自営業 10 10.9 
パート、アルバイト 7 7.6 
専業主婦 9 9.8 
無職 22 23.9 
その他 10 10.9 
無回答 1 1.1 
合計 92 100.0 
  人数 パーセント 
18歳～29歳 2 2.2 
30歳～39歳 3 3.3 
40歳～49歳 9 9.8 
50歳～59歳 9 9.8 
60歳～64歳 10 10.9 
65歳～74歳 23 25.0 
75歳～84歳 18 19.6 
85歳以上 18 19.6 























  人数 % 
交通のこと 21 14.8  
廃屋のこと 18 12.7  
防犯・防災のこと 27 19.0  
サロン活動 6 4.2  
気軽に相談できる窓口の設置のこと 8 5.6  
買い物のこと 9 6.3  
働く場所のこと 14 9.9  
道の駅の活用 14 9.9  
お祭り等 地域イベント 6 4.2  
民生委員の設置 7 4.9  
福祉サービスの拠点 12 8.5  
合計 142 100.0  
 
特に力を入れて欲しいことについては、「防犯・防災のこと」が 27名（9.8％）と最も多







  人数 ％ 







その他 8 8.7 
合計 92 100.0 
  人数 ％ 
いる 8 8.7 
いない 53 57.6 
無回答 31 33.7 





































































































  K市 B町 小計 ％ T町 ％ R地区 その他 合計 
18歳～29歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
30歳～39歳 2 2 4 66.7 2 33.3 0 0 6 
40歳～49歳 4 4 8 80 2 20 0 0 10 
50歳～59歳 4 6 10 83.3 2 16.7 0 0 12 
60歳～64歳 7 6 13 76.5 3 17.6 0 1 17 
65歳～74歳 11 15 26 68.4 11 28.9 0 1 38 
75歳～84歳 2 8 10 47.6 7 33.3 1 3 21 
85歳以上 2 3 5 31.3 6 37.5 0 5 16 
合計 32 44 76 63.3 33 27.5 1 10 120 
 
買い物先については、B町（A地区から車で 60分 人口約 2万人）44名（15.9％）と最





















スーパーまで送迎してくれるサービス 2 2 0 0 0 
電話で注文したものを届けてくれるサービス 2 8 4 0 2 
移動販売車が地区まで来てくれる 5 14 7 0 1 
その他 4 10 4 1 0 
無回答 6 8 9 1 2 































  人数 パーセント 
有 69 75.0 
無 16 17.4 
無回答 7 7.6 
合計 92 100.0 






































表９ 通院の場所（市町村等）        表 10 通院の頻度 
  人数 パーセント 
K市 26 14.1 
T町 40 21.7 
B町 16 8.7 
R地区 1 0.5 
その他 7 3.8 
無回答 94 51.1 
合計 184 100.0       
表 11 通院の手段             表 12 病院の付き添い者 
 
利用している病院の所在地について、T町が 40人（21.7％）と最も多く、次いでK市が
  人数 パーセント 
週 2～3回 1 0.5 
週 1回 3 1.6 
月 2回 5 2.7 
月 1回 47 25.5 
２ヶ月１回 15 8.2 
その他 17 9.2 
無回答 96 52.2 
合計 184 100.0 
  人数 パーセント 
配偶者 21 11.4 
子ども 7 3.8 
親戚 1 0.5 
一人 48 26.1 
その他 7 3.8 
無回答 100 54.3 
合計 184 100.0 
  人数 パーセント 
自家用車 59 32.1 
バス 18 9.8 
自家用車以外の車 8 4.3 
徒歩 1 0.5 
その他 1 0.5 
無回答 97 52.7 
合計 184 100.0 
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26人（14.1％）、B町が 16人（8.7％）、その他が 7人（3.8％）であった。 


















表 13 バスの利用 
  度数 ％ 
ほぼ毎日利用している 1 1.1 
週に 1回利用している 3 3.3 
月 1回利用している 15 16.3 
ほとんど利用しない 67 72.8 
その他 5 5.4 
無回答 1 1.1 
合計 92 100 
バスの利用頻度については、ほとんど利用しないが 67名（72.8％）と最も多く、続けて






























表 14 福祉サービス提供の考え方 
  人数 ％ 
地域福祉活動への参加をＰＲ 1 1.9 
支え合いの仲間づくりの機会と場所の確保 3 5.6 
ボランティアする人とボランティアをして欲しい人をつなげるような仕組み 4 7.4 
お互いが助け合えるきっかけとなる事業の創造と推進 8 14.8 
役場が積極的に支えあい活動ができるように支援する 9 16.7 
地域の課題を共有するための連絡会やネットワークの結成 1 1.9 
役場、福祉関係者と住民組織との連携 12 22.2 
その他 16 29.6 















表 15 日常生活で近隣にお願いしたいこと   
  人数 ％ 
話し相手がほしい 2 7.1 
ちょっとした外出先がほしい 2 7.1 
庭の手入れを手伝ってほしい 2 7.1 
窓ふきや掃除をしてほしい 1 3.6 
簡単な日曜大工仕事をお願いしたい 5 17.9 
外出の際、介助をお願いしたい 3 10.7 
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電気製品の付け替えや取り扱いをお願いしたい 4 14.3 
買い物をお願いしたい 1 3.6 
ペットの世話・散歩をお願いしたい 1 3.6 
病院のつきそいをお願いしたい 3 10.7 
その他のちょっとした用事 4 14.3 
































隊、消防退職者の協力  ・集落支援員の採用を検討 ・ゴミ出しやちょっとした相
談対応 








表 16 現在の居住形態はどれですか。     表 17 今後の居住希望はどれですか。  
  人数 ％ 
自宅 75 81.5 
借家(一戸建て) 14 15.2 
借家(集合住宅) 3 3.3 
合計 92 100 
 
表 18 住み続けられるための条件  
  人数 ％ 
今の自宅でそのままで大丈夫 39 42.4 
既存の家屋を改修して住みやすく 6 6.5 
空き家を改修して、集合で住む 2 2.2 
新築のバリアフリー集合住宅 1 1.1 
介護つき住居(集合型) 2 2.2 
季節限定の集住 1 1.1 
その他 12 13 
無回答 29 31.5 


























  人数 ％ 
永住希望 46 50 
条件次第で永住希望 17 18.5 
いずれは、移住希望 19 20.7 
その他 3 3.3 
無回答 7 7.6 









表 19 サロンを利用して 1番効果を感じているもの 
  人数 パーセント 
健康維持・認知症予防になっている 7 31.8 




サロンに来ることが楽しみの一つになった 4 18.2 
生活情報を得るようになった 1 4.5 
外出の機会が増えた 1 4.5 













持・認知症予防」が最も多く 8 名で全体の 36.4%であった。次いで、「地域との繋がりを作
る」と答えた方も多く 7 名で 31.8%であった。三番目の理由としては、「参加者のおしゃべ
























  人数 パーセント 
今は不便を感じていないし、冬の期間も不便を感じないと思う 13 59.1 
今は不便を感じていないが、雪のある期間のみ感じると思う 6 27.3 
冬にならないとわからない 2 9.1 
無回答 1 4.5 
合計 22 100.0 
雪のない期間のサロンまでの移動手段については、徒歩が 12 名（54.5％）と最も多く、










ては、5分以内が 13名（14.1％）と最も多く、次いで 5～10分以内が 5名（5.4名）、10～
15分以内が 3名（3.3％）、15分以上が 1名（1.1％）であった。 
雪のない期間と比べてみると、5 分以内の方に変動がなく、車に手段を変えた人以外は、
雪があっても移動時間に変動がないような近場に住んでいるのではないかと考えられる。
また、5 分～10 分以内の方が雪のない期間では 7 名いたが、雪のある期間では 4 名と減っ




































































・北海道 「北海道における集落対策の方向性」平成 25年 3月 
・佐藤信 「限界集落」論と北海道の農村社会 開発論集(89) p65-76 2012年 3月 
・米山秀隆 「自治体の空き家対策と海外における対応事例」富士通総研経済研究所 研
究レポート№403 2013年 4月 
・森傑 「過疎化と向き合い持続するコミュニティを目指して－「まちの整体」モデルか
ら復興のまちづくりへの展開－ オペレーションズ・リサーチ  : 経営の科学  57(3), 
p144-150, 2012-03-01 
・赤沢克洋、松岡奈津子 限界集落における人的繋がりの定量的把握と構造分析 農村生
活研究 140号 p19-31 2010年 12月 
・渡辺裕一 限界集落における高齢期ひとり暮らし時永住希望とコミュニティ・エンパワ
メントの関連－高齢者の生活を支援する地域住民のパワーと関連を中心に－ 日本保健福
祉学会誌 18(2), p11-20, 2012年 8月  
 
引用文献・注 
                                         
ⅰ北海道における集落対策の方向性（北海道ホームページ）平成 25 年 4 月 2 日 
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/ckk/syuraku/houkousei.1honpen.pdf 
ⅱ平成 23年～27年の間で 15の駐在が閉鎖している（筆者調べ） 
ⅲ(1) 説明「空き家問題の現状と取組みについて」(説明：国土交通省住宅局住宅総合整備
課住環境整備室宅地企画係） (2) 説明「北海道における建築基準法に基づく対応」（説明：
北海道建設部住宅局建築指導課） (3) 講義「行政代執行による廃屋の撤去に係る事務手続
と注意点」（講師：北海道町村会顧問弁護士）。 
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